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株式会社クレハ本社別館
安全活動

－ 全員参加の防災活動 －
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企業理念
私たち（クレハ）は、
●人と自然を大切にします。
●常に変革を行い成長し続けます。
●価値ある商品を創出して、社会の発展に貢献します。

社員の行動基準
私たち（クレハ）は、地球市民として
企業の社会的責任を認識して活動します。

お客様へ： 顧客満足を第一に誠意と行動で応えます。
仕 事 へ： 常に進歩と創造にチャレンジします。

常に変化に対応し、グローバルな視野を持って行動します。
仲 間 へ： 相互の意思を尊重しチームワークを発揮します。
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●機能製品
機能樹脂：ポリフェニレンサルファイド(PPS)、ポリフッ化ビニリデン(PVDF)、

ポリグリコール酸、マイクロスフェアー
炭素製品：炭素繊維、球状活性炭、特殊炭素材料

●化学製品
医薬品： 慢性腎不全用剤
農 薬： 農業用殺菌剤、種子消毒用殺菌剤
工業薬品：液体か性ソーダ、精製塩酸、次亜塩素酸ソーダ、

低食塩次亜塩素酸ソーダ、水素、モノクロルベンゼン、
パラジクロルベンゼン、オルソジクロルベンゼン、トリクロルベンゼン

●樹脂製品
家庭用品：家庭用ラップ、キッチン用品
業務用： 食品包装材料、多層フィルム、自動充填結紮機
レジャー関連：釣糸
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1944年 呉羽紡績より分離・独立
1953年 塩化ビニリデン樹脂の生産開始
1954年 東京研究所
1960年 〈クレラップ〉販売開始

東京研究所月島分室（1964年に新宿に移動）
1977年 抗悪性腫瘍剤〈クレスチン〉販売開始
1979年 生物医学研究所
1989年 〈NEWクレラップ〉販売開始
1991年 慢性腎不全用剤〈クレメジン〉を発売
1993年 農業用殺菌剤〈メトコナゾール〉〈イプコナゾール〉
2005年 呉羽化学工業株式会社から、株式会社クレハに社名変更
2012年 本社別館：吸着医薬技術センター、安全性研究・評価センター

PGA米国プラント商業運転開始
2019年 医療材料研究所、安全性研究・評価センター

青字：社全体
赤字：当事業所





・ 施設全般の安全衛生に関する協議
・ 各委員会報告、安全パトロール実施報告
(安全パトロールを毎月実施）

・ 健康診断等がある月の翌月に受診率等を報告

安全衛生委員長 1名
会社側：産業医

衛生管理者
環境廃棄物管理委員長
薬品委員長
高圧ガス委員長 計5名

組合側：労働組合支部長、支部委員 計5名
事務局： 2名

構 成

開催頻度 ・ 毎月最終週開催、議事録をファイリング

議 題

労働安全衛生の面で総合的なチェック機能を有し、常時改善点等を発信
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安全衛生委員会

環境・廃棄物管理委員会

ＲＣ委員会
高圧ガス委員会 薬品委員会

化学物質安全管理委員会バイオセーフティー委員会組換えＤＮＡ実験安全委員会
動物実験委員会機器管理委員会ヒト由来試料研究倫理委員会

安全に業務を推進する意識を一人ひとりが持つために、
自主的、積極的に日々の点検及び改善を実践
責任者に管理のすべてを委任するのではなく、
全従業員がいずれかの委員会に所属して管理活動に関わるシステム
このシステムが、底辺から安全の意識を高めている = 安全文化の構築
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安全に対する意識やその背景にある技術・法令への理解を深めるため、
各種資格取得を奨励
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パトロールチームのメンバーは、従業員から所属、年齢、役職問わずランダムに指定
班長1名・班員3~5名で構成 全員が１年に１回以上参加

安全パトロール実施状況 (2019年4月～2020年3月)



2013年に他事業所で人身事故が複数発生

全社的に人身事故撲滅の取り組みを実施
本社別館においても、各部署から計11名を選任し、
人身事故撲滅委員会設置

●約1年をかけて、 KYT（危険予知トレーニング）を実施し、 リスクを分析
●危険予知に関する情報整理と共有化

危険リスクについて、
●従業員の行動面での危険リスク：研究および日常業務の中でのリスクと回避
するためのマニュアル（冊子）を作成して周知すると共に、再教育を実施





防災に関する教育、訓練
バイオセーフティ、高圧ガスに関する教育
GLP職員の教育
研究業務に関連した研修には社内講師又は
外部講師を都度招聘

教育・訓練

開催頻度 原則、毎月1回

この取り組みを、6年以上継続



■東京都高圧ガス防災協議会一般ガス部会城西支部の役員を務め、
毎年東京都の防災訓練に参加

■ 「保安レベルの維持向上への取組みについて」と題して、高圧ガス保安
協会誌『高圧ガス』の2019年３月号に寄稿し、社外への情報発信

■新宿区自衛消防審査会への参加等を通じて、地域と連携



■自衛消防隊編成

火災や自然災害等が発生した時には速やかに活動
■防災備品
在籍者が３日間会社に滞在できる備品、食料、飲料を備蓄
東日本大震災時には、帰宅困難者に対し活用



東日本大震災時の教訓を生かし、事業継続計画（Business 
Continuity Plan）の中で、安否確認システムを導入

地震発生(震度5弱以上)又は大型台風

従業員の携帯電話やPCにメール送信

従業員が本人、家族、家屋の状況を入力し、安否情報を登録

本社災害対策本部で情報収集集約して対応





日ごろからの全員参加の防災活動が、
安全基盤の安定化、安全文化の定着を進め、

この成果につながったと考えています

休業災害発生件数： ０件
記録を取り始めた1997年1月から2020年3月まで

事業所は移転しましたが、引き続き活動を継続し
安全な職場形成を進めます


